
災害の発生
救命避難期（直後）

生命確保期
（数分後）

１ 避難所支援班を中心に教職員の役割分担を確認後、地域の代表者等と協議、連携
２ 本部の場所決定
３ 生徒への支援を優先

避難所協力①
（発災から自主防災組織移行まで）

避難所としての
機能

協力内容の確認

地域住民等の
学校への避難

・施設設備の安全点検

・開放区域、立ち入り禁止区域の明示

・避難スペース、駐車場への誘導

・避難所のルール等作成

避難所の開設・

管理・運営

（近隣地域等からの
救援物資等搬入）

・名簿の作成と更新

・関係機関への情報伝達と収集

・水･食料等の確保

・備蓄品の管理・配布等

・衛生環境整備（トイレ、ごみ収集等）

消防・警察・自衛隊の救助
開始
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生命確保期
（数日後～）

避難所協力②
（発災から自主防災組織移行まで）

避難所としての
機能

協力内容の確認

避難所の開設・

管理・運営

・配給時のトラブル防止策

・食料・医療物資の配給協力

・情報連絡・収集活動の協力

・避難者用の緊急電話の設置

自主防災組織
の立ち上がり～

確立

・自主防災組織作りに協力

・ボランティア等との調整

（町災害対策本部との連携）

・要援護者への協力等

避難所機能と学
校機能の同居

・自治組織への側面的支援

避難所機能の
解消と学校機能
正常化

・学校機能再開、避難所閉鎖のための準
備

・情報収集

生命確保期
（数分後～）

学校機能再開期
（数週間後～）
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原子力災害の対応 １

 万一、原子力緊急事態が発生した場合には、国、県、町の
テレビ、ラジオ等による緊急放送等により情報を収集する。

 災害対策本部と綿密に連絡を取ることが不可欠である。

 事前に都道府県や市町の対応内容、児童生徒等のとるべ
き行動などについて把握しておく。

一斉放送

テレビ

ラジオ

広報車

インターネット等

１ 正確な情報提供等
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屋内退避 屋内に退避することは、屋根や壁などで放射線を遮ることになるので、外
部被ばくを低減させる効果がある。

また、屋内の気密性を高めることで放射性物質の浸入を抑え、内部被ば
くを抑えることもできる。

屋内退避は、避難に比べて日常生活に近く、テレビ・ラジオからの報道に
接することができるため、予測被ばく線量が小さいときに有効であると考え
られる。

生徒への指示

ドアや窓を全部閉める。

換気扇などを止める。

外から帰ってきた人は顔や手を洗う。

防災行政無線、広報車、テレビ・ラジオなどの正
しい情報を得る。

食器にフタをしたりラップをかける。

コンクリー
ト屋内退避

コンクリート建物は、木造家屋よりも放射線の遮へい効果が大きく、一般
的に気密性も高いので、内部・外部被ばくの防護効果が高いと考えられて
いる。

個人住宅の屋内退避では、被ばくの低減効果が小さい場合があり、コン
クリート建屋への退避指示が行われる場合がある。

木造より防護効果がある。

避難 避難は、環境へ放出された放射性物質から遠く離れ、放射線による外部
被ばく及び内部被ばくを防ぐための手段である。

避難に当たっては、県や市町の指示に従う。

避難する上での注意事項

集合場所へは徒歩で、持ち物は最小限にする。

ガス・電気の消火消灯する。

戸締りをしっかりする。

留意事項

隣近所にも知らせる。

持病のある児童生徒等は常備薬を忘れずに持
参する。

原子力災害の対応 ２

２ 適切な退避と避難
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」弾道ミサイル攻撃を受けた場合の 

対応・避難 
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